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株式会社京写との業務資本提携に関するお知らせ 
 

当社は、2021 年５月 24 日付けで、株式会社京写（京都府久世郡久御山町 代表取締役 児嶋 一登 以下「京

写」)との間で、業務資本提携基本契約を締結しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 業務資本提携の理由 

当社は、プリント配線板事業では、ビルドアップ・多層等を主力とし、モジュール基板生産とＥＭＳ事業を拡大し、

事業基盤の強化を図っております。京写は、プリント配線板事業では片面・両面を主力にグローバル展開を行って

おり、関連事業である実装や搬送用治具の分野と合わせ事業の拡大を図っており、2021 年１月にはベトナムに新

たな生産拠点を設立いたしました。 

両社は、共にプリント配線板事業を主力としていますが、主力製品が異なり相互に補完することが可能であるこ

と、共に日本、中国、ベトナムにおいてプリント配線板の生産を行っていることから、グローバルに協働することによ

り、それぞれが持つ特色ある生産インフラや技術、販売網等の経営資源を活用することが可能であり、これによりシ

ナジー効果を高め、相互の成長に寄与することが見込まれることから業務資本提携を行うことといたしました。 

 

2. 業務資本提携基本契約締結の内容 

（1） 業務提携の概要 

当社および京写は、以下の業務について具体的な検討と協議を行い実行してまいります。 

① 相互に得意とするプリント配線板の分野での生産・販売の協力 

② 設計・技術・生産・購買面での相互協力 

③ 搬送用治具の相互協力 

④ EMS 事業の相互協力 

 

（2） 資本提携の概要 

当社および京写は、本件業務提携を親密・強力に推進させることを目的として、株式市場より相互の株式を取

得いたします。出資額は双方の株式購入金額が 1 億円に達するまでとし、取得期間は今後 6 か月間を予定し

ております。 

  



3. 業務資本提携の相手先の概要 

（1）名称 株式会社京写 

（2）所在地 京都府久世郡久御山町森村東 300 番地 

（3）代表者 児嶋 一登 

（4）事業内容 プリント配線板の製造及び販売 

実装搬送治具の製造及び販売 

（5）資本金 1,102 百万円 

（6）設立年月日 1959 年 2 月 14 日 

（7）大株主及び持株比率 株式会社児嶋コーポレーション 

児嶋 雄二 

株式会社エヌビーシー 

児嶋 淳平 

児嶋 一登 

児嶋 亨 

池田 朋子 

京都中央信用金庫 

MSIP CLIENT SECURITIES 

株式会社三菱 UFJ 銀行 

14.3％     

8.1％ 

3.7％ 

3.3％ 

3.0％ 

3.0％ 

2.7％     

2.7％ 

2.1％ 

1.8％ 

（8）当社との関係 資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 当社グループと当該会社間で、製品の販売取

引等を行っております。 

関連当事者への 

該当状況 
該当事項はありません 

（9）直近 3 年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2019 年 3 月期 2020 年 3 月期 2021 年 3 月期 

純資産           （百万円） 6,887 6,616 6,433 

総資産           （百万円） 15,558 17,025 17,885 

1 株当たり純資産        （円） 471.18 452.82 434.76 

売上高           （百万円） 21,035 19,022 17,334 

営業利益          （百万円） 498 79 98 

経常利益          （百万円） 471 98 159 

親会社株主に帰属する 

当期純利益        （百万円） 
293 1 △135 

1 株あたり当期純利益     （円） 20.48 0.08 △9.46 

1 株あたり配当金         （円） 8.00 4.00 - 

 

4. 業務資本提携の日程 

業務資本提携基本契約締結日 2021 年５月 24 日 

相互の株式購入開始日  2021 年５月 25 日 

 

5. 今後の見通し 

本業務締結による当社業績の影響は軽微なものと考えております。中長期的には当社グループの企業価値向上

に資するものと考えております。今後、重要な影響があると判明した場合には速やかに開示いたします。 

以上 

  

                                


